
平成３１年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額３４１，３４０千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当した。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，５１５，０１０千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

831,803 394,163 200,484 2,200 60,000 174,956 障害者自立支援費                 　60,000

128,770 3,283 2,200 7,439 115,848

1,887,043 902,530 366,606 51,957 80,000 485,950 私立認定子ども園施設型給付費　50,000
私立保育所措置委託料　　　　　30,000

255,788 85,770 813 169,205

648,351 485,513 30,804 1,000 131,034

2,365 1,390 975

352,595 572 123,517 32,592 96,340 99,574 医療扶助費　　　　　　60,000
小児市助成医療扶助費　36,340

4,106,715 1,869,938 725,507 4,400 92,988 236,340 1,177,542

470,981 55,000 415,981 介護給付費繰出金　    55,000

316,484 45,569 134,193 136,722

674,551 91,694 10,495 50,000 522,362 後期高齢者医療保険医療給付費市町村負担金
　　　　　　　　　　　50,000

392,023 392,023

1,854,039 45,569 225,887 0 10,495 105,000 1,467,088

205,349 423 836 6,769 197,321

17,688 17,688

614,031 300,000 314,031

837,068 423 836 0 306,769 0 529,040

6,797,822 1,915,930 952,230 4,400 410,252 341,340 3,173,670

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

一般財源

３４１，３４０千円

６，７９７，８２２千円

事業名 経費
特定財源


